
森林⼟⽊関係事業体との意⾒交換会

⼊札、契約制度に係る留意点等について

令和４年３⽉

近畿中国森林管理局

経 理 課

資料 ２



機密性○情報 ○○限り

■適⽤対象：令和４年４⽉１⽇以降に契約を締結する、総合評価落札⽅式によるすべての調達

■加点評価：・事業年度または暦年単位で従業員に対する賃上げ基準（対前年（度）⽐）
⼤企業：３%
中⼩企業等：1.5% 以上の賃上げを表明した⼊札参加者を総合評価において加点

・加点を希望する⼊札参加者は、賃上げを従業員に対して表明した「表明書」を提出
・加点割合は加算点合計の５％〜１０％（近畿中国森林管理局の場合 2点）

■実績確認等：加点を受けた企業に対し、事業年度または暦年の終了後、決算書等で達成状況を
確認し、未達成の場合はその後の国の調達において、⼊札時に加点する割合より
も⼤きく減点

森林⼟⽊事業体との意⾒交換会資料 R4.3.2

総合評価落札⽅式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

1



入札公告（公示）

総合評価落札⽅式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

技術提案書

競争参加資格確認申請書

1 簡易な施⼯計画
(1)  施⼯計画上の考慮事項に係る技術的所⾒(様式5)
(2)  施⼯上の課題に係わる技術的所⾒(様式6)

2 企業の施⼯実績
(1)  過去2年間の管内の直轄⼯事成績(様式7-1及び添付資料)
(2)  過去10年間の直轄⼯事優良⼯事表彰(該当する場合は表彰状の写し)
(3)  森林環境条件による施⼯実績(様式7-2及び添付資料)
(4)  過去5年間の近隣地域内での森林⼟⽊⼯事の施⼯実績(様式8及び添付資料)
(5)  ISO(国際標準規格)の認証(認証証書の写し)

3 配置予定技術者の能⼒
(1)  配置予定の技術者の状況(様式3及び添付資料)
(2)  本店、営業所等の専任技術者の⽒名が確認できる資料
(3)  継続教育の学習実績(過去2年間(2019/4/1から2021/3/31)の実績記録証明書の写し)

4 企業の信頼性・地域への貢献
(1)  本店、⽀店⼜は営業所の所在が確認できる資料
(2)  過去2年間の災害時等における活動(協定書の写し、活動実績を証明する書⾯の写し)
(3)  過去2年間の国⼟緑化活動(活動実績を証明する書⾯の写し)
(4)  過去2年間のボランティア活動(活動実績を証明する書⾯の写し)
(5) ワーク・ライフ・バランス等の推進（様式9-1､9-2及び添付資料）
(6) 森林⼟⽊⼯事における週休２⽇の取組実績証明書の写し
(7) 従業員への賃⾦引上げ計画表明書（様式10及び添付資料）
(8) 緊急応急⼯事の施⼯実績(様式12及び添付資料)

本⼯事は、賃上げを実施する企業に対して総
合評価における加点を⾏う⼯事である

(7) 従業員への賃⾦引上げ計画表明書（様式10及び添付資料）

中⼩企業等は
直近の事業年度の「法人税申告書別表１」
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（別紙１）

従業員への賃金引上げ計画の表明書

【大企業用】

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与等受

給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とするこ と

を表明いたします。

【中小企業等用】

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年（令和○年１月１日から令和○年 12月 31日））において、給与総額

を対前年度（又は対前年）増加率 1.5％以上とすることを表明いたします。

【以下は、⼤企業、中⼩企業等共通】

令和 年 月 日

株式会社○○○○

（住所を記載）

代表者氏名 ○○ ○○

上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。

令和 年 月 日

株式会社○○○○

従業員代表 氏名 ○○ ○○ 印

給与又は経理担当者 氏名 ○○ ○○ 印

又は 従業員と合意したことを表明いたします。

又は 従業員と合意したことを表明いたします。

社内掲示板への掲示
朝礼時に口頭
書面の配布
などなど
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（留意事項）

１ この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内
容が異なります。
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載を

してください。

大企業：中小企業等以外の者をいう。
中小企業等：法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者をいう。

ただし、同条第６項に該当する者は除く。

２ 事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況
説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに契約担当官等に提出してくだ
さい。ただし、法人税法（昭和40 年法律第34号）第75条の２の規定により申告
書の提出期限の延長がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の
規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作

成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を
提出してください。

３ 暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴
収票等の法定調書合計表」を翌年の１月末までに契約担当官等に提出してくだ
さい。

４ 上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行して
いない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記
２若しくは３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が
判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術
点を減点するものとします。

５ 上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が
行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明
の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置開始時に当該事由を確
認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。
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法人税申告書 別表１ 中小企業の場合は提出
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機密性○情報 ○○限り
森林⼟⽊事業体との意⾒交換会資料 R4.3.2

総合評価落札⽅式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

賃上げ実施の確認
従業員への賃⾦引き上げ
実績整理表

＋
事業年度により賃上げ表明

法⼈事業概況説明書

暦年により賃上げ表明

給与所得の源泉徴収票等の
法定調書の合計表

⼜は

「「10主要科⽬」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷
「「４期末従業員等の状況」の計欄」で算出した⾦額を前年度と⽐較する

「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「⽀払⾦額」」÷
「⼈員」で算出した⾦額を前年と⽐較する

決算⽇（事業年度の末⽇）の翌⽇から起算して２ヶ⽉以内に前年度分
と当年度分の本説明書の写しを局経理課へ提出

翌年の１⽉末までに前年分と当年分の本合計表の写しを局経理課へ提出

中⼩企業等は(労務費＋役員報酬＋従業員給料)の合計額で前年度と⽐較する

中⼩企業等は「⽀払⾦額」で前年と⽐較する
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（別紙２の１）                             【大企業用】 
 

従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１ 賃上げ実績 
 
前年(度)の給与

等平均受給額 

① 

当年(度)の給与

等平均受給額 

② 

賃上げ率 
（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 
 

 ％ ％ 達成／未達成 

 
２ 使用した書類 
 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷「「４

期末従業員等の状況」の計欄」で算出した金額を前年度と比較する 
 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」÷ 
「人員」で算出した金額を前年と比較する 

 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 

 年 月 日 
 株式会社〇〇〇〇 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 〇〇 〇〇 
 
 
（留意事項） 
１．前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴収票等

の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 
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（別紙２の２）                           【中小企業等用】 
 

従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１ 賃上げ実績 
 
前年(度)の給与

総額 ① 
当年(度)の給与

総額 ② 
賃上げ率 

（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 
 

 ％ ％ 達成／未達成 

 
２ 使用した書類 
 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」 
で算出した給与総額を前年度と比較する 

 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」 
で算出した給与総額を前年と比較する 

 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 

 年 月 日 
 株式会社〇〇〇〇 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 〇〇 〇〇 
 
 
（留意事項） 
１．前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴収票等

の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 
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（別紙３）
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（別紙４）
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機密性○情報 ○○限り
森林⼟⽊事業体との意⾒交換会資料 R4.3.2

総合評価落札⽅式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

賃上げ実施の確認
法⼈事業概況説明書等の提出書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理⼠、公
認会計⼠等の第三者により、基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると認め
られる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることができる。

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容 例 ）

評価対象事業年度においては、〇⼈の従業員が退職する⼀⽅、〇⼈の新卒採⽤者を雇⽤すること
になり、給与⽀給総額が〇％増加にとどまったものの、継続雇⽤している〇⼈の給与⽀給総額は
〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実⾏したものと認める。

評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等による超過勤務⼿当が多く発⽣した
（対前年度〇％増加）が、評価対象年度においてはその対応がなかったため、超過勤務⼿当は
〇％減と⼤きく減少した。これらの要因により、給与⽀給総額は○％の増加にとどまったものの、
基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実⾏したものと認める。

詳細は⼊札説明書に記載
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（別紙様式） 

 

賃金引上げ計画の達成について 

 

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○ 年○月

○日までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇

日付け「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したこと

を別添書類によって確認いたしました。 

 

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容） 

（記載例１） 評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、

〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまっ

たものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、

表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。 

 

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等に

よる超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度にお

いてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。

これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、

基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したも

のと認めました。 

 

令和 年 月 日 

（住所を記載） 

（税理士又は公認会計士等を記載） 氏名 ○○ ○○ 

 

 

（添付書類） 

・〇〇〇 

・〇〇〇 
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区分
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

区分
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

・令和４年度（令和４年４月１日契約、令和５年３月31日満了）の場合

令和３年度 令和４年度 令和５年度

９月決算企業

３月決算企業

令和３年度 令和４年度 令和５年度

12月決算企業

令和３年事業年度 令和４年事業年度 令和５年事業年度

R４
概況

説明書

提出

入札 契約

表明書

提出

契約終了

達成状況の確認

未達成の場合減点

令和３年事業年度 令和４年事業年度 令和５年事業年度

R４
概況

説明書

提出

入札 契約

表明書

提出

契約終了

達成状況の確認

未達成の場合減点

令和２年事業年度

令和３年事業年度 令和４年事業年度 令和５年事業年度

R４
法定

調書

提出

入札 契約

表明書

提出

契約終了

達成状況の確認

未達成の場合減点

令和６年事業年度

＝実績確認の対象となる事業年度等
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森林⼟⽊事業体との意⾒交換会資料 R4.3.2

総合評価落札⽅式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

・賃上げ基準に達していない
・本制度の趣旨を意図的に逸脱
・確認資料が期限内に提出されない

国の総合評価落札⽅式による⼊札に
参加する場合には減点

減点措置の開始の⽇から1年間

減点割合は、当該⼊札における加点に１点
を加えた点を減点
（近畿中国森林管理局の場合 -3点）
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入札公告（公示）

総合評価落札⽅式における加点措置 概要

技術提案書

競争参加資格確認申請書

1 簡易な施⼯計画
(1)  施⼯計画上の考慮事項に係る技術的所⾒(様式5)
(2)  施⼯上の課題に係わる技術的所⾒(様式6)

2 企業の施⼯実績
(1)  過去2年間の管内の直轄⼯事成績(様式7-1及び添付資料)
(2)  過去10年間の直轄⼯事優良⼯事表彰(該当する場合は表彰状の写し)
(3)  森林環境条件による施⼯実績(様式7-2及び添付資料)
(4)  過去5年間の近隣地域内での森林⼟⽊⼯事の施⼯実績(様式8及び添付資料)
(5)  ISO(国際標準規格)の認証(認証証書の写し)

3 配置予定技術者の能⼒
(1)  配置予定の技術者の状況(様式3及び添付資料)
(2)  本店、営業所等の専任技術者の⽒名が確認できる資料
(3)  継続教育の学習実績(過去2年間(2019/4/1から2021/3/31)の実績記録証明書の写し)

4 企業の信頼性・地域への貢献
(1)  本店、⽀店⼜は営業所の所在が確認できる資料
(2)  過去2年間の災害時等における活動(協定書の写し、活動実績を証明する書⾯の写し)
(3)  過去2年間の国⼟緑化活動(活動実績を証明する書⾯の写し)
(4)  過去2年間のボランティア活動(活動実績を証明する書⾯の写し)
(5) ワーク・ライフ・バランス等の推進（様式9-1､9-2及び添付資料）
(6) 森林⼟⽊⼯事における週休２⽇の取組実績証明書の写し
(7) 従業員への賃⾦引上げ計画表明書（様式10及び添付資料）
(8) 緊急応急⼯事の施⼯実績(様式12及び添付資料) (8) 緊急応急⼯事の施⼯実績(様式12及び添付資料)
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緊急応急⼯事の施⼯実績

近畿中国森林管理局緊急応急⼯事要請対象者公募要領

緊急応急⼯事要請対象者名簿に登載され（５１社が登録）、緊急応急⼯事を受注した者

当該緊急応急⼯事が完了した年度の翌年度から２年間（年度）、加点の対象となる

総合評価落札⽅式における加点措置

1点
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総合評価落札⽅式 資料作成に当たっての注意事項

簡易な施⼯計画
施⼯計画上の考慮事項に係る技術的所⾒

施⼯計画上の考慮事項に係わる技術的所⾒

① ⼯程表は、特に施⼯計画上の考慮事項
(⼿順・作業期間等)の妥当性を判断す
るものであり、⼯事数量内訳明細書に
沿って記載する。項⽬は省略しないこと

② 上記①の⼯程表を作成するに当たって、
現場条件への対応、安全対策等の⼯夫
に係わる所⾒を記載する
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